


表2 住民投票結果とウェイティング補正

ウェイティング
、

投票行動 補正白ij
ウェイティング

補正後

N % N % 

賛成 720 58.2 614 49.6 

反対 517 41.8 623 50.4 

注） N=1237，補正後は実際の住民投票結果と一致。

ある（伊藤 2014, 2016 a）。

橋下陣営は、 一貫して大阪都構想の実現を主要な

公約として掲げてきたが、 2015 年 5 月 17 日には、

大阪都構想の是非をめぐる住民投票が実施されるに

至った。 大阪都構想、とは、 橋下陣営が推進している

統治機構改革の呼称であり、 住民投票では、 大阪都

構想、の実現のため、 現在の大阪市区を廃止して新た

に5つの特別区を設置することの是非が関われた（大

阪市選挙管理委員会 2015a）。

しかし 2015 年 5 月 17 日に実施された大阪都構想

の是非をめぐる住民投票結果に注目した実証研究は、

デ ー タの不在から存在せず、 その実態は不明である。

そこで筆者は、 過去 2 回の社会調査と同じ枠組みの

社会調査を実施し、 橋下陣営を支持する有権者側の

変化の実態を明らかにすることにした。 それが「大

阪市民の政治・市民参加と住民投票に関する社会調

査（2015 年市民調査）」であり（表 1 右参照）、 本

稿はその基礎的分析（速報） である。

2. 基礎的分析

以下では、 2015 年市民調査のデ ー タを用いて、

有権者の支持政党と住民投票結果の関連についての

基礎的分析を行うことで、 なぜ住民投票結果が否決

となったのかを考察する。

2.1 住民投票結果と支持政党の分布の確認

まず、 分析を行う前に、 2015 年市民調査のデ ー

タ上の住民投票結果を確認する（本稿では特別区設

置に対して賛成／反対した有権者のみを取り上げ、

白票と棄権者は分析から除外）。 表 2 左側は、 2015

年市民調査のデ ー タから得られた住民投票結果（生

の値） であり、 賛成： 58.2% 、 反対： 41.8%と、 賛成

が反対よりも 16.4 ポイント上回っていることが分

かる。 実際の住民投票結果は、 賛成： 49.6% 、 反

対： 50.4%であ ったため（大阪市選挙管理委員会

2015b）、   2015 年市民調査のデ ー タでは、   特別区設
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図1 有権者の支持政党の分布

置に対して賛成の有権者が多く偏っている。 そこで

区別の住民投票結果の公開情報（大阪市選挙管理委

員会 2015b） にしたがって、 ウェイテイング補正（盛

山 2004） を行ったのが、 表 2 右側である。 ウェイ

ティング補正により、 住民投票結果が実際の数値と
一致するようになった。 本稿では以後、 ウェイテイ

ング
ρ

補正を行った上で分析を進める。

次に、 有権者の支持政党の分布を確認する。 図1は、

ウェイティング補正後の各政党支持者（無党派含む）

の人数を示したものである。 大阪維新の会の支持者

が最も多く、 次いで無党派、 その後自民党、 共産党、

公明党、 民主党の支持者の順番で多いことが分かる。

2.2 支持政党別の住民投票結果

最後に、 有権者の支持政党別の住民投票結果につ

いて検討する。 図2の支持政党別の賛成／反対の割

合には、 各政党の立場を反映した差がみられる。 反

対に注目すると、 大阪維新の会の支持者では 9.8%

に過ぎないのに対し、 自民党の支持者では 81.3% 、

公明党の支持者では 88.3% 、 共産党の支持者では

87.0% 、 民主党の支持者では 87.8%となっている。

このように支持者層の住民投票結果は、 各政党の立

場とほぼ一致している。 したがってどの政党も、 支

持者層について票のとりまとめはできていた。 問題

は無党派層であるが、 賛成： 33.8% 、 反対： 66.2%

となり、 反対が賛成を 32.4 ポイント上回っている。

以上より、 各政党の支持者層と無党派層の割合を考

慮するならば、 橋下陣営（大阪都構想推進） 側が、
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